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事業CD 款 目 事業名
担当課

（令和７年度
担当課）

162 1 075101 労働費 労働諸費 勤労者福祉センター施設維持管理事業 商工振興課
162 2 350101 労働費 労働諸費 職業安定対策事業 商工振興課
162 3 350201 労働費 労働諸費 労働者福祉対策事業 商工振興課
162 4 350301 労働費 労働諸費 高齢者勤労推進事業 商工振興課
162 5 350401 労働費 労働諸費 企業内人権問題研修推進事業 商工振興課
162 6 020104 農林水産業費 農業委員会費 農業委員報酬 農業委員会事務局
164 7 360101 農林水産業費 農業委員会費 農業委員会運営事業 農業委員会事務局
164 8 360301 農林水産業費 農業総務費 米政策支援事業 農業振興課
164 9 360501 農林水産業費 農業振興費 農業振興事業 農業振興課
164 10 360502 農林水産業費 農業振興費 産地生産拡大事業 農業振興課
164 11 360601 農林水産業費 農業振興費 環境保全型農業直接支援対策事業 農業振興課
166 12 360701 農林水産業費 農業振興費 担い手育成支援事業 農業振興課
166 13 360801 農林水産業費 農業振興費 農地集積・集約化対策事業 農業振興課
166 14 360901 農林水産業費 農業振興費 有害鳥獣駆除事業 農業振興課
166 15 734101 農林水産業費 農業振興費 津田干拓果樹団地整備事業 農業振興課
166 16 960127 農林水産業費 農業振興費 農業振興基金積立金 農業振興課
166 17 362101 農林水産業費 畜産業費 畜産業振興事業 農業振興課
166 18 365101 農林水産業費 農地費 土地改良推進事業 農村整備課
166 19 365201 農林水産業費 農地費 基幹水利施設管理事業 農村整備課
166 20 365301 農林水産業費 農地費 水利施設管理強化事業 農村整備課
168 21 365401 農林水産業費 農地費 世代をつなぐ農村まるごと保全向上対策事業 農村整備課
168 22 730101 農林水産業費 農地費 土地改良事業 農村整備課
168 23 730102 農林水産業費 農地費 県営土地改良事業 農村整備課
168 24 730103 農林水産業費 農地費 市営土地改良事業 農村整備課
168 25 730104 農林水産業費 農地費 団体営土地改良事業 農村整備課
168 26 390101 農林水産業費 林業総務費 林業振興事業 農村整備課
168 27 732101 農林水産業費 林業総務費 単独治山事業 農村整備課
168 28 400101 農林水産業費 水産業総務費 水産業振興事業 農業振興課
170 29 733301 農林水産業費 水産業総務費 沖島漁業会館整備補助事業 農業振興課
170 30 733401 農林水産業費 水産業総務費 切通し舟だまり整備事業 農業振興課
170 31 075401 商工費 商工業振興費 商工業施設維持管理事業 商工振興課
170 32 410101 商工費 商工業振興費 商工業振興事業 商工振興課
170 33 410102 商工費 商工業振興費 商工業振興ビジョン策定事業 商工振興課
170 34 410104 商工費 商工業振興費 物価高騰対策事業 商工振興課
170 35 410106 商工費 商工業振興費 体験型事業創出事業 商工振興課
170 36 410108 商工費 商工業振興費 製造・加工事業者創出促進事業 商工振興課
170 37 410109 商工費 商工業振興費 企業立地促進事業 商工振興課
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無

款 05 ＜成果・実績＞

項 02

目 01

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 05 ＜成果・実績＞

項 02

目 01

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

所管課 商工振興課

決算額(千円) 8,309

事業CD

会計

075101

一般会計

労働費

勤労者福祉センター施設維持管理事業事業名

労働諸費

労働諸費

予算額(千円) 9,111

2

人

協議会等と連携した雇用対策の取組 1 1 回

＜事業概要＞

　不安定就労者や失業者、就
労困難者の雇用促進を図る
ため、相談事業や就労支援
策を実施し、就労の安定、定
着率の向上をめざしました。

資料決算書頁 162

①指定管理者のノウハウを活かして、効率的かつ効果的な施設管理運営や勤労者福祉の増進を
図り、産業系施設としての利用率向上の取組を行い、適正な施設維持管理を実施し、令和6年度末
を以て休館しました。

事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

指定管理委託料 6,332 7,700 千円

労働諸費

決算額(千円) 316

350101

会計

①巡回職業および就職情報の相談の実施
　就労困難者の雇用促進等を図るため、巡回相談を毎月１日（2箇所／日）（計37名）開催しました。
②個別キャリアカウンセリングの実施
　就労の安定、定着化を図るため、キャリアカウンセリングを毎月1回（計15名）開催しました。
③協議会等と連携した雇用対策の実施
　労働及び雇用問題の研究、雇用の促進、職業の安定等に向けて加入している東近江地域雇用
対策協議会および東近江地域労働対策連絡会とともに、関係機関や近隣市町と連携して、企業と
高等学校教諭を対象とした情報交換会を開催しました。
＜情報交換会参加数＞
　企業：72事業所
　高等学校：27校

事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動

事業CD

労働費

（前年決算 161

（前年決算 7,749

国庫支出金

　巡回職業相談及び個別キャリアカウンセリングについては、より幅広い世代の方々に利用いただ
けるよう、今後も積極的に事業の周知を実施していきます。

令和5年度 令和6年度 単位

一般会計 決算書頁 資料

県支出金   

国庫支出金

県支出金   

労働諸費

予算額(千円) 336

1

＜事業概要＞

　指定管理者によるノウハウ
を活用し、効率的・効果的に、
勤労者等の福祉の増進を図
るとともに、施設の活性化と
勤労者の福利厚生の促進を
図りました。

162

　起業活動を支援する施設として、令和9年度中のリニューアルオープンに向けた改修工事の着
手、活用方針に基づいた施設運営管理計画の検討を進める必要があります。

巡回職業および就職情報の相談の取組 51 37 人

個別キャリアカウンセリングの取組 18 15

所管課 商工振興課
職業安定対策事業事業名



無
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無
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＜課題、今後の取り組み＞

商工振興課

会計 一般会計 決算書頁 162 資料

事業CD 350201
事業名 労働者福祉対策事業

所管課

＜事業概要＞ 小規模企業退職金共済掛金補助事業 254 249 千円

単位

近江八幡地域勤労者福祉ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ補助金 3,286 3,286 千円

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度

労働費

労働諸費 　中小企業者の福利厚生を充実させ、勤労意欲の向上及び企業発展を支援しました。また、退職
金制度など労働者福祉の促進を図りました。

　（一財）近江八幡地域勤労者福祉サービスセンターへの運営助成及び小規模企業退職金共済掛
金の補助金交付により、勤労者福祉や退職金の掛金加入の促進につなげることができました。

＜令和6年度小規模企業退職金共済掛金補助事業申請実績＞
　中小企業退職金共済：対象事業所 14事業所　補助額   173,000円
　特定退職金共済  　　：対象事業所 12事業所　補助額　　76,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　合計　　　　26事業所　補助額   249,000円

労働諸費

予算額(千円) 3,594

決算額(千円) 3,535

（前年決算 3,540

国庫支出金

事業CD 350301
事業名 高齢者勤労推進事業

所管課 商工振興課

会計 一般会計 決算書頁 162 資料

　中小企業者の福利厚生を充
実させ、勤労意欲の向上及び
企業発展を支援しました。ま
た、退職金制度など労働者福
祉の促進を図りました。

　小規模企業退職金共済掛金補助について、当該補助の補助金額や件数は、申請事業所の補助
対象となる従業員数によって決まるため、景気の回復とともに市内事業所の従業員数が増えると、
当該補助の申請も増えることが考えられます。今後も積極的に補助制度の周知に取り組むことに
より、勤労者の福祉向上を図ります。

3

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

近江八幡市シルバー人材センター補助金 15,734 15,734 千円

労働費

労働諸費 　普及啓発事業を充実させるとともに、請負・労働者派遣業務に取り組み、高齢者の就業機会の確
保に貢献することができました。
＜近江八幡市シルバー人材センター会員数＞
令和6年度末時点　　会員数　男性401人　女性243人　合計644人
令和5年度末時点　　会員数　男性384人　女性222人　合計606人

＜近江八幡市シルバー人材センター請負・労働者派遣事業実績＞
令和6年度　　請負契約件数 2,089件　金額 132,141千円
　　　　　　　    派遣契約件数 　127件　金額 145,909千円
令和5年度　　請負契約件数 2,512件　金額 167,011千円
　　　　　　　    派遣契約件数 　109件　金額 124,975千円

労働諸費

予算額(千円) 16,034

決算額(千円) 16,034

（前年決算 17,333

国庫支出金

＜事業概要＞ 滋賀県シルバー人材センター連合会補助金 300 300 千円

　シルバー人材センターの運
営等を支援し、高齢者の就労
による生き甲斐・健康づくりや
地域参画による社会貢献を実
施しました。

　市シルバー人材センターが会員数の増加、請負・派遣就業の拡大、新規就業の開拓等に取り組
み、さらに高齢者の就業機会確保が推進されるよう支援していきます。

4



無
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※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

事業CD 350401
事業名 企業内人権問題研修推進事業

所管課 商工振興課

会計 一般会計 決算書頁 162 資料

県支出金   1/3 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

ﾜｰｸﾗｲﾌﾊﾞﾗﾝｽｾﾐﾅｰ等の研修会実施 1 1 回

労働費

労働諸費 　企業の社会的責任のひとつとして、公正な採用選考システムの確立と差別のない明るい職場づく
りを目指し、滋賀県と連携して市内の事業所向けに、採用面接の状況や研修の取組状況を調査す
るなど、人権問題の啓発活動に取り組みました。

①市が事務局を持つ近江八幡市企業内人権問題推進連絡会（企人連）主催で、外国人の雇用に
関するセミナーを開催。
〈令和6年度開催セミナー（企人連主催）〉
演題：「外国人雇用セミナー～採用から定着までが知れる～」
講師：滋賀県外国人材受入サポートセンター 専門アドバイザー 山本　裕美　様
参加者：14名

労働諸費

予算額(千円) 92

決算額(千円) 68

（前年決算 88

国庫支出金

事業CD 020104
事業名 農業委員報酬

所管課 農業委員会事務局

会計 一般会計 決算書頁 162 資料

＜事業概要＞

　企業内の人権問題解決に
向け、公正な採用選考システ
ムの確立と差別のない明るい
職場づくりをめざしました。

　事業所のニーズを把握し、事業所等が必要としている人権問題・社会問題等の解決に向けた研
修・講演会を開催していきます。

5

農林水産業費

農業費 　農業委員24名、農業委員会補助員103名に報酬を支払いました。

農業委員会費

予算額(千円) 11,640

決算額(千円) 11,540

（前年決算 11,500

国庫支出金 －

＜事業概要＞

　農業委員は農家の相談相
手・世話役と優良農地の確保
と有効利用に努め、農業委員
会補助員は農業委員会の所
掌事務の円滑な運営を図るた
めに設置しました。

6

県支出金   －

　今後も農業委員会の所掌事務の円滑な運営を図るために、農業委員等に適切に報酬を支払い
ます。



有
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）
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①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

事業CD 360101
事業名 農業委員会運営事業

所管課 農業委員会事務局

会計 一般会計 決算書頁 164 資料

農地法の規定に定められた農地権利移動の許可申請・届出の許認可事務の適正な執行と、農地
利用権申請期間を設定し、担い手への農地利用集積を図りました。
また、遊休農地の発生防止・解消に向けて、利用状況調査や農地パトロールを実施し、実施後に
農地所有者への指導に努めました。更に、農業者年金受給者の現況届・喪失届等の事務処理と新
規加入推進に取り組みました。

県支出金   配分方式 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

農地権利移動申請・届出の許可 168 150 件

農林水産業費

農業費

農業委員会費

予算額(千円) 2,257

決算額(千円) 2,105

（前年決算 5,303

国庫支出金 －

・農地法第3条・第4条・第5条許可申請処理状況
＜令和５年度＞
　　　　　3条許可　67件 　229,776.00㎡
　　　　　4条許可　19件　     6,647.22㎡　　　　4条届出　　10件　　5,722.61㎡
　　　　　5条許可　53件　   91,529.83㎡　　 　　5条届出　　19件　47,856.75㎡
＜令和６年度＞
　　　　　3条許可　49件　　136,881.73㎡
　　　　　4条許可　22件　　14,496.30㎡  　 　　4条届出　  　8件　　 1,715.00㎡
　　　　　5条許可　46件     67,421.00㎡    　　 5条届出　  25件    　9,647.87㎡
　
・農地利用権設定等状況 （農業経営基盤強化促進事業）
＜令和５年度＞
　　　　　所有権移転　　　　　　　　31件　    59筆　　　　　　170,961.58㎡
　　　　　利用権設定　　　 　　　　316件　　672筆　　  　　1,581,488.00㎡
＜令和６年度＞
　　　　　所有権移転　　　　　　　　32件　　　88筆　　　　　　157,250.05㎡
　　　　　利用権設定　　　　 　　　203件　　402筆　　　  　　902,738.59㎡
 
・ 農業者年金受給者　　  （旧制度） 　122人 　　　　農業者年金被保険者　　19人
　　　　　　　　　　　　　　　  （新制度）　　18人

事業CD 360101 所管課事業名 農業委員会運営事業 農業委員会事務局

＜事業概要＞ 担い手への農地利用集積の推進 77.0 79.6 ％

　農地法に定められた許認可
事務の適正な執行と農地利
用最適化が一体的に進むよう
農地利用権等の推進と遊休
農地発生予防・解消に向けて
利用状況調査に努めました。

遊休農地の発生防止・解消への取組 0.07 0.07 ％

　農業委員会は農地法の規定に定められた農地権利移動の許認可事務の適正な執行と、農家台
帳の調査や農地利用権設定等により農地所有者・耕作者の地位向上と農地利用最適化の積極的
な推進に引き続き努めます。

7



無
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）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 06 ＜成果・実績＞

項 01

目 04

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

農林水産業費

農業費

農業総務費

予算額(千円) 10,811

決算額(千円) 10,810

（前年決算 11,618

国庫支出金

　令和６年度についても、近江八幡市農業再生協議会の運営に補助金を交付し、経営所得安定対
策等の事業を中心に農業経営の安定化と生産力の確保を図り、円滑に推進することができまし
た。
　また、近江八幡市農業再生協議会を通じて、経営所得安定対策をはじめ、各種補助事業、米の
需給状況等について広く周知し、需要に応じた生産の推進に努めました。

事業CD 360301
事業名 米政策支援事業

所管課 農業振興課

会計 一般会計 決算書頁 164 資料

＜事業概要＞ 農業農村振興施策周知事務 31 30 回

　安定した農業経営の確保や
実需者ニーズに応じた需給調
整を推進することによって持
続可能な農業の構築を図りま
した。

　国の政策等の動向に注視しながら、近江八幡市農業再生協議会と連携し、農業者の経営安定と
生産力の確保を図るため、経営所得安定対策等の事業を推進します。
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県支出金   定額 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

経営所得安定対策推進事業交付金の交付 10,702 9,903 千円

農林水産業費

農業費

農業振興費

予算額(千円) 3,095

決算額(千円) 3,036

（前年決算 14,760

国庫支出金

　各種協議会や団体に対する負担金及び補助金の交付を行い、消費者ニーズに合った安全安心
な農作物の生産や本市の農業振興施策の推進に努めました。
　農業振興地域制度の農用地利用計画について、変更事務を適正に行い優良農地の確保に努め
ました。

事業CD 360501
事業名 農業振興事業

所管課 農業振興課

会計 一般会計 決算書頁 164 資料

＜事業概要＞ 農振計画の重要変更、軽微変更の手続
重要変更 ４
軽微変更 ４

重要変更 ５
軽微変更 ８

件

優良農地を確保するととも
に、新たな地域農業の展開に
向けた農業振興施策の推進
を図りました。また、農業施設
の適正管理に努めました。

農業施設の維持管理に伴う契約 4 1 件

　引き続き、優良農地を確保するとともに、消費者ニーズに対応した安全・安心な農作物が提供で
きるよう、関係機関と連携し地域農業の振興を推進します。
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県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

各農業団体に対する負担金、補助金の交付 3 3 事業



無

款 06 ＜成果・実績＞

項 01

目 04

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 06 ＜成果・実績＞

項 01

目 04

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

農林水産業費

農業費

農業振興費

予算額(千円) 779

決算額(千円) 773

（前年決算 773

国庫支出金

　令和6年度は、約53.0haで水郷ブランド農産物の栽培に取り組みました。
　また、水郷ブランド農産物については、抽出による残留農薬検査を実施しており、検査の結果、す
べての検体において検査項目の農薬成分は検出されず、適正に栽培管理されていることを確認し
ました。これにより、水郷ブランド農産物の安全性と信頼性の確保に寄与できました。

 ○水郷ブランド農作物の承認品目（令和6年度）
　　23品目（キャベツ、かぶ、きゅうり等）
 ○残留農薬検査
　　検　　体　大カブ、キャベツ、春菊
　　検査項目　アセタミプリド、トリフルラリン、
　　　　　　　トルフェンピラド、フルアジナム 他196項目

事業CD 360502
事業名 産地生産拡大事業

所管課 農業振興課

会計 一般会計 決算書頁 164 資料

＜事業概要＞

　農産物の付加価値を高める
ため、水郷ブランド認証を推
進し、品質向上と市場での差
別化を図りました。

　引き続き、環境に配慮した栽培により、消費者に安全・安心な農作物を提供している水郷ブランド
農産物の取組を推進します。
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県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

水郷ブランド農産物残留農薬検査の実施 3 3 検体

農林水産業費

農業費

農業振興費

予算額(千円) 42,698

決算額(千円) 42,488

（前年決算 40,968

国庫支出金

　「農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律」に基づく支援である環境保全型農業直
接支払交付金を活用し、環境こだわり農産物の生産とあわせて地球温暖化防止や環境保全に対
する効果の高い営農活動に取り組む農業者グループ等に対して支援を行いました。消費者に安
全・安心な農産物を供給するとともに、琵琶湖や周辺環境への負荷の軽減に資する取組及び地球
温暖化防止や環境保全に対する効果の高い営農活動に取り組む農業者に対して支援を行いまし
た。【取組面積942ha】

事業CD 360601
事業名 環境保全型農業直接支援対策事業

所管課 農業振興課

会計 一般会計 決算書頁 164 資料

＜事業概要＞

　環境こだわり農産物の生産
とあわせて行う地球温暖化防
止等に効果の高い活動に対
し支援を行うことで、地域の環
境保全や持続的な農業生産
の推進を図りました。

　今後も、環境こだわり農産物の生産とあわせて地球温暖化防止や生物多様性保全、水質保全に
効果の高い営農活動に取り組む農業者グループ等への支援を継続し、環境保全型農業を推進し
ます。
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県支出金   定額 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

環境保全型農業直接支払交付金の交付 25 26 経営体



無

款 06 ＜成果・実績＞

項 01

目 04

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 06 ＜成果・実績＞

項 01

目 04

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

農林水産業費

農業費

農業振興費

予算額(千円) 17,754

決算額(千円) 17,709

（前年決算 57,038

国庫支出金

　機械・施設の導入に対する補助である集落営農活性化プロジェクト促進事業費補助金等を活用
し、市内の認定農業者等への支援を行うことで、地域の担い手の経営強化を図るとともに、就農直
後の経営確立に資する資金を交付する農業次世代人材投資事業（経営開始資金）等の活用によ
り、認定新規就農者を支援し、地域の次世代を担う農業者を育成・確保することができました。（集
落営農活性化プロジェクト促進事業費…コンバイン）
　また、農業経営者が様々なリスクに対し、自ら備えるという関心を高め、足腰の強い農業を目指
すため、農業者のセーフティネットである収入保険への新規加入の促進を図りました。

事業CD 360701
事業名 担い手育成支援事業

所管課 農業振興課

会計 一般会計 決算書頁 166 資料

＜事業概要＞ 収入保険新規加入者 16 16 経営体

　認定農業者や認定新規就
農者等の担い手の育成・支援
を行い、地域農業の持続的な
発展を図りました。

集落営農活性化プロジェクト促進事業費補助金の交付 0 1 経営体

　担い手の確保・経営強化を図るため、農業経営の改善に必要な農業機械・施設の導入や新規就
農者の育成について、今後も国の事業等を活用しながら支援します。
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県支出金   定額 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

農業次世代人材投資事業（経営開始型）・新規就農者育成総
合対策補助金の交付

8 10 経営体

農林水産業費

農業費

農業振興費

予算額(千円) 5,575

決算額(千円) 5,107

（前年決算 4,535

国庫支出金

　令和5年4月1日に改正農業経営基盤強化促進法が施行されたことにより、市内の対象集落にお
いて地域計画を定める必要があることから、集落での説明等を行い、令和6年度は65集落において
計画を策定することができました。これにより、市内の対象集落全てにおいて地域計画の策定が完
了しました。

令和6年度農地中間管理機構の借受転貸面積　115.2ha

事業CD 360801
事業名 農地集積・集約化対策事業

所管課 農業振興課

会計 一般会計 決算書頁 166 資料

＜事業概要＞

　農地中間管理事業の活用
により、担い手への農地の集
約化等を進め、生産コストの
削減を図るとともに、地域計
画の策定に向けた取組を行
いました。

　今後は、地域計画に策定されている地域の農地利用の将来像の実現に向けた取組を推進すると
ともに、農地中間管理事業を活用した担い手への農地の集約化等を図ります。
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県支出金   定額 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

地域計画の策定 18 65 計画



無
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11 133 508 55 1 67 61

事業CD 360901
事業名 有害鳥獣駆除事業

所管課 農業振興課

会計 一般会計 決算書頁 166 資料

　野生鳥獣による農作物被害を防ぐために、市内の2つの猟友会と委託契約を締結し、有害鳥獣捕
獲を推進しました。令和６年度は、イノシシ210頭（令和5年度：165頭）を捕獲しました。
　各種協議会に対する負担金の交付を行い、有害鳥獣による農作物被害防止の推進に努めまし
た。

イノシシ 二ホンジカ 外来獣 カラス スズメ ドバト カワウ オオバン

県支出金   定額 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

野生鳥獣による農作物被害を防ぐための有害鳥獣駆除事業
上記の表の
とおり

上記の表の
とおり

頭（羽）

農林水産業費

農業費

農業振興費

予算額(千円) 7,695

決算額(千円) 6,733

（前年決算 5,265

国庫支出金

令和6年度 210 12 226 494 58 1 129 46

令和5年度 165

事業CD 734101
事業名 津田干拓果樹団地整備事業

所管課 農業振興課

会計 一般会計 決算書頁 166 資料

＜事業概要＞ 各種協議会に対する負担金の交付 2 2 協議会

　野生鳥獣による農作物被害
の軽減・拡大防止に努めまし
た。

　農作物被害等の軽減のため、関係部署や近隣市町と連携し更なる捕獲強化に努めるとともに、
地域ぐるみの持続的な対策を推進します。
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県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

果樹団地整備の事業主体に対する負担金の交付 1 1 事業

農林水産業費

農業費

農業振興費

予算額(千円) 13,983

決算額(千円) 13,983

（前年決算 17,787

国庫支出金

　９haの果樹団地（１区画当たり約５０ａ、ぶどう１０区画、なし８区画）の整備に向け、グリーン近江
農業協同組合が事業実施主体となって国の農地耕作条件改善事業を活用（市は事業費の１３％
負担）し、令和６年度においては、ぶどう４区画の果樹棚等が整備されました。
　また、空き区画を活用し、イベントを通して市民（消費者）に対して果樹団地の取組を広く知ってい
ただくため、果樹団地就農者で構成された津田干拓地果樹生産組合に啓発事業を委託することに
より、景観作物（コスモス）栽培による集客やSNS等でPR活動を実施され、果樹団地の認知度向上
と就農者の就農意欲向上を図りました。

＜事業概要＞ 果樹団地構想の推進に伴う契約 1 1 事業

　本市における新たな特産品
（ぶどう、なし）づくりのため、
津田干拓地域において果樹
団地の整備を進めるとともに
普及啓発を図りました。

　果樹団地９ｈａのうち８.５ｈａは生産者が決まっており、残りの空き区画（なし1区画）については、引
き続き生産者募集を続けるとともに、今後は、栽培管理や農産物の販売等が重要となることから、
滋賀県やグリーン近江農業協同組合等関係機関と連携し、販路等の検討・支援を行います。
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無
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事業CD 960127
事業名 農業振興基金積立金

所管課 農業振興課

会計 一般会計 決算書頁 166 資料

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

利子相当額の積立 21 28 千円

農林水産業費

農業費

農業振興費

予算額(千円) 28

決算額(千円) 28

（前年決算 21

国庫支出金

　農業振興基金から生じる利子相当額を基金に繰り入れました。

事業CD 362101
事業名 畜産業振興事業

所管課 農業振興課

会計 一般会計 決算書頁 166 資料

＜事業概要＞

　基金運用から生じる利子相
当額を積み立てました。

　今後も、農業振興に資するよう、農業振興基金を収入保険加入促進事業等に活用していきます。
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県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

市内で最長飼育された黒毛和種（近江牛）の販売促進 2 2 回

農林水産業費

農業費

畜産業費

予算額(千円) 121,471

決算額(千円) 102,206

（前年決算 106,458

国庫支出金

　４月に第２８回、１１月に第２９回近江八幡市近江牛生産振興会主催の枝肉共進会に協賛機関と
して開催を支援し、精肉購買者の購買意欲向上と生産者の生産意欲の向上により近江牛の生産
振興を図ることができました。第２８回は４７頭、第２９回は４３頭が出品され、近江八幡市産の近江
牛が全国へと出荷されました。
　また、コロナ禍後における畜産農家の経営安定と近江牛の生産振興を図るため、肥育素牛等の
導入支援（８９１頭）、繁殖雌牛（１２頭）の導入支援等を実施しました。
　このほか、市内産近江牛を学校給食用食材として活用することで、近江牛の消費拡大と食育を通
じた近江牛生産への理解醸成を図りました。

＜事業概要＞ つなごう近江牛支援事業補助金の交付 30 31 戸

防疫体制の強化、素牛導入
等への支援を行い、県内でも
盛んな本市の畜産業を振興し
畜産農家の経営向上を図りま
した。

市内産近江牛の学校給食用食材としての活用 8 9 回

　配合飼料価格の高止まり等により畜産経営が厳しい状況にあるため、今後も、生産費等の畜産
経営の動向を注視しながら必要な支援を講じます。
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無
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事業CD 365101
事業名 土地改良推進事業

所管課 農村整備課

会計 一般会計 決算書頁 166 資料

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

各種協議会運営のための負担金 5 5 団体

農林水産業費

農業費

農地費

予算額(千円) 861

決算額(千円) 780

（前年決算 780

国庫支出金

　農業農村整備事業等の円滑な推進を図るために、国、県及び土地改良区等の関係機関と連絡
調整、情報収集を行いました。

事業CD 365201
事業名 基幹水利施設管理事業

所管課 農村整備課

会計 一般会計 決算書頁 166 資料

＜事業概要＞

　各土地改良区が時代のニー
ズに対応した効率的かつ効果
的な事業を実施するために、
関係機関との連絡調整や情
報収集を行いました。

　引き続き適正な運営に努めます。
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県支出金   30/100他 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

協議会や事務局会議等の開催 16 16 回

農林水産業費

農業費

農地費

予算額(千円) 61,115

決算額(千円) 60,888

（前年決算 74,778

国庫支出金 30/100他

大規模で公共性の高い土地改良施設（基幹水利施設）及びそれと一元的に管理を行う幹線用水路
を、複数の市町で構成する日野川用水施設管理協議会及び琵琶湖干拓大中の湖排水機場管理
運営協議会が適正に管理することにより、国及び県の補助を受けることができ、日野川地区及び
大中地区の農家負担の軽減と農業経営の安定化に寄与しました。
また、エネルギー価格の変動による影響を軽減するために施設の省エネルギー化に取り組んだ組
織に対して支援を行いました。

＜事業概要＞ 市町分担金の支払い 5 6 回

　市が土地改良区と連携を図
りつつ、大規模で公共性の高
い基幹水利施設及びそれと
一元管理を行う幹線用水路を
適切に管理し、その効用を適
正に発揮させました。

土地改良区が行う省エネルギー型施設の推進に支援 - 1 組織

　引き続き適正な管理に努めます。
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無

款 06 ＜成果・実績＞

項 01

目 06

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 06 ＜成果・実績＞

項 01

目 06

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

事業CD 365301
事業名 水利施設管理強化事業

所管課 農村整備課

会計 一般会計 決算書頁 166 資料

県支出金   25/100他 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

農業水利施設の多面的機能の適正な発揮のための支援 8 8 改良区

農林水産業費

農業費

農地費

予算額(千円) 50,895

決算額(千円) 50,895

（前年決算 54,931

国庫支出金 50/100他

8土地改良区に対し、施設管理費用のうち農業外効果に係る部分を補助し、国土の保全や水源の
かん養等の地域住民が享受している農業水利施設の有する多面的機能の適正な発揮を図りまし
た。
また、エネルギー価格の変動による影響を軽減するために施設の省エネルギー化に取り組んだ土
地改良区に対して支援を行いました。

事業CD 365401
事業名 世代をつなぐ農村まるごと保全向上対策事業

所管課 農村整備課

会計 一般会計 決算書頁 168 資料

＜事業概要＞ 土地改良区が行う省エネルギー型施設の推進に支援 - 1 改良区

　国営造成施設等の農業水
利施設の役割に応じて施設
管理者を支援し、施設の有す
る多面的機能の適正な発揮
を図りました。

　引き続き土地改良区への支援を通じて、地域住民が享受している農業水利施設の有する多面的
機能の適正な発揮等を図ります。
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県支出金   25/100 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

活動組織への交付金の交付 3 3 件

農林水産業費

農業費

農地費

予算額(千円) 132,576

決算額(千円) 132,575

（前年決算 134,353

国庫支出金 50/100

　令和6年度においては、当事業の取組を行っている3組織に対し、地域住民による農用地や水
路、農道などの農業施設の維持管理や、農村環境及び景観の保全のために交付金の交付を行っ
たとともに、事務研修会や中間指導会の開催を通じて適切な活動の実施を図りました。また、活動
組織向けに手引きの作成を行いました。

＜事業概要＞ 事務研修会、中間指導会による指導 181 175 件

　農用地が保有する多面的機
能を発揮させるとともに次世
代に引き継ぐため、農家だけ
でなく、様々な人たちの参加
による地域ぐるみで多様な取
組を実施しました。

　今後も市内取組組織が適切かつ円滑に活動を実施できるように指導や支援を行っていきます。
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活動項目 取組組織数 対象面積（a） 交付金額（円）

農地維持活動 3 365,689 78,675,712

資源向上活動 3 365,689 53,629,198



無

款 06 ＜成果・実績＞

項 01

目 06

）
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①
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＜課題、今後の取り組み＞
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①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

事業CD 730101
事業名 土地改良事業

所管課 農村整備課

会計 一般会計 決算書頁 168 資料

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

土地改良事業負担金 2 2 地区

農林水産業費

農業費

農地費

予算額(千円) 3,675

決算額(千円) 3,463

（前年決算 3,699

国庫支出金

　市が所管する土地改良施設を適正に管理しました。また、土地改良区が行う土地改良事業に要
する費用の一部を負担することにより、農家負担を軽減し、土地改良施設の適正な保全と計画的
な更新を推進しました。

事業CD 730102
事業名 県営土地改良事業

所管課 農村整備課

会計 一般会計 決算書頁 168 資料

＜事業概要＞ 施設修繕 5 1 件

　持続的な農業農村の実現に
向け、市が所管する土地改良
施設を適切に管理し、その効
用を適正に発揮させました。

　引き続き、市が所管する土地改良施設を適正に管理します。また、土地改良区が管理している土
地改良施設の多くは老朽化が進行しているため、引き続き、土地改良事業に要する費用の一部を
負担することにより、農家負担を軽減し、農村の活性化や安定的な農業生産基盤の保全を図りま
す。
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県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

市分担金の支払 5 6 地区

農林水産業費

農業費

農地費

予算額(千円) 33,526

決算額(千円) 33,526

（前年決算 39,698

国庫支出金

　日野川地区、湖東平野Ⅰ期地区、水茎地区、水茎東部地区、津田内湖２地区にて実施された県
営土地改良事業に必要な経費の一部負担を行いました。

＜事業概要＞

　持続的な農業生産基盤の
確保を図るため、県営土地改
良事業による農業水利施設
の整備に必要な経費の一部
を負担しました。

　引き続き、適切な支援に努めます。
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無
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無
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＜課題、今後の取り組み＞

事業CD 730103
事業名 市営土地改良事業

所管課 農村整備課

会計 一般会計 決算書頁 168 資料

県支出金   15/100 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

主な農道整備工事 3 2 件

農林水産業費

農業費

農地費

予算額(千円) 152,323

決算額(千円) 152,170

（前年決算 246,935

国庫支出金 50/100

　団体営農道整備事業（桐原馬淵Ⅰ期地区）は国、県の補助事業の採択を受けている事業であり
前年度に引き続き、工事を進めました。

【主な農道整備工事】
団体営農道整備事業(桐原馬淵Ⅰ期地区)農道整備工事(その11) 　138,076千円
団体営農道整備事業(桐原馬淵Ⅰ期地区)信号機移設工事(その3)   　8,878千円

事業CD 730104
事業名 団体営土地改良事業

所管課 農村整備課

会計 一般会計 決算書頁 168 資料

＜事業概要＞

　公共性の高い土地改良施
設(西中前農道)の機能保全を
図るため、現在の交通量に耐
えうる舗装を構築するととも
に、安全で安心して農作業で
きるスペースの整備を行いま
した。 　当農道は経年劣化による舗装の傷みが著しく、農業外交通の増加により農作業に支障をきたし

ている状況でした。そこで現在の交通量に耐えうる舗装の構築と安全で安心して農作業ができる場
所の確保など農道機能保全のための早急な対策が必要となっているため、整備工事を実施しまし
た。　　　令和６年度をもって事業が完了しました。
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県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

市分担金の支払 15 11 地区

農林水産業費

農業費

農地費

予算額(千円) 10,607

決算額(千円) 9,759

（前年決算 27,959

国庫支出金

水茎地区、大中の湖２地区、浅小井地区、桐原馬淵Ⅱ期地区、愛知川沿岸２地区、愛知川沿岸３
地区、安土３地区、加茂町２地区、上田１地区、日野川その４地区、馬淵３地区にて実施された団
体営土地改良事業に必要な経費の一部負担を行いました。

＜事業概要＞

　持続的な農業生産基盤の
確保を図るため、土地改良区
や農業法人等が行う農業水
利施設や農地、農道等の整
備事業に必要な経費の一部
を負担しました。

　引き続き、適切な支援に努めます。
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無
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＜課題、今後の取り組み＞

事業CD 390101
事業名 林業振興事業

所管課 農村整備課

会計 一般会計 決算書頁 168 資料

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

近江八幡市里山再生整備事業補助金 5 6 件

農林水産業費

林業費

林業総務費

予算額(千円) 3,586

決算額(千円) 2,843

（前年決算 2,736

国庫支出金

森林の持つ多面的機能の維持増進のため、林業振興施策や森林整備推進などの施策を実施しま
した。

　　近江八幡市里山再生整備事業補助金　　6件　　1,629千円
　　林道管理業務委託　　　　　　　　　　　　　 2件　　   597千円
　　林道施設修繕費　　　　　　　　　　　　　　　1件　　　297千円

事業CD 732101
事業名 単独治山事業

所管課 農村整備課

会計 一般会計 決算書頁 168 資料

＜事業概要＞ 林道維持管理事業 2 2 件

　森林の持つ多面的機能の
維持増進のため、林業振興
施策や森林の適切な整備・保
全を推進しました。

林道施設修繕料 2 1 件

　引き続き、適切な整備を図るとともに林業振興に努めます。
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県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

治山整備工事 0 0 件

農林水産業費

林業費

林業総務費

予算額(千円) 1,200

決算額(千円) 199

（前年決算 6,283

国庫支出金

　森林の維持造成を通じ、山地に起因する災害から市民の生命・財産を確保し、水源のかん養、生
活環境の保全・形成等を図りました。

　安土町石寺治山事業に伴う上水道移設設計業務委託　１件　　199千円

＜事業概要＞ 治山測量設計 1 1 件

　山地に起因する災害から市
民の生命・財産を保全し、ま
た生活環境の保全・形成等を
図りました。

　引き続き、適切な維持造成に努めます。
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無
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＜課題、今後の取り組み＞

事業CD 400101
事業名 水産業振興事業

所管課 農業振興課

会計 一般会計 決算書頁 168 資料

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

沖之島漁港指定管理委託 1 1 年間

農林水産業費

水産業費

水産業総務費

予算額(千円) 1,652

決算額(千円) 1,373

（前年決算 1,306

国庫支出金

　沖之島漁港及び切通し舟だまりの指定管理者を沖島漁業協同組合に、佐波江・野村・牧・長命寺
舟だまりの指定管理者を近江八幡漁業協同組合（令和６年１０月１日から滋賀びわ湖漁業協同組
合）にそれぞれ指定し、適正な維持管理を行いました。
　近江八幡市水産協議会事業においては、びわ湖の日（７月１日）に市内漁場の清掃活動を、８月
１日に魚介類への感謝を込めて漁業まつりを開催するとともに、琵琶湖の環境等について啓発す
るため、市内の小学５年生を対象に啓発資材（クリアファイル）の配布を行いました。

事業CD 733301
事業名 沖島漁業会館整備補助事業

所管課 農業振興課

会計 一般会計 決算書頁 170 資料

＜事業概要＞ 近江八幡市水産協議会事業に対する補助金の交付 1 1 回

各種水産振興活動により、琵
琶湖の環境保全や漁場生産
力の維持回復、地域産水産
物の普及推進等を図りまし
た。

　引き続き、漁港や舟だまり施設の適正管理に努めます。
　また、今後も市水産協議会と連携し琵琶湖の環境保全等に努めます。
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県支出金   1/2 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

施設整備（設計費）に対する補助金の交付 － 1 件

農林水産業費

水産業費

水産業総務費

予算額(千円) 4,534

決算額(千円) 4,093

（前年決算 －

国庫支出金

　漁業及び観光の拠点となる漁業会館を沖島漁業協同組合が事業主体となり、６次産業化等、高
付加価値化を図るためのレストラン、加工調理スペース等の整備や耐震化するための、改修に要
する設計の実施に対し、補助金の交付を行いました。

＜事業概要＞

沖島を有人離島として存続さ
せるためには、主要な産業で
ある漁業を維持発展させるこ
とが重要であり、その中心的
な役割を担う漁業会館の整備
費用（設計費）に対し補助金
を交付しました。 　令和7年度に着手が予定されています、漁業会館改修工事に対し補助金の交付を行います。
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無
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事業CD 733401
事業名 切通し舟だまり整備事業

所管課 農業振興課

会計 一般会計 決算書頁 170 資料

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

防波堤整備（設計）に係る契約 － 1 件

農林水産業費

水産業費

水産業総務費

予算額(千円) 13,376

決算額(千円) 11,309

（前年決算 －

国庫支出金

　沖之島漁港と通船でつなぐ定期船船着き場である切通し舟だまりにおいて、通船の安全航行、利
用者の乗降時の安全確保を目的とした防波堤整備に係る設計を実施しました。

事業CD 075401
事業名 商工業施設維持管理事業

所管課 商工振興課

会計 一般会計 決算書頁 170 資料

＜事業概要＞

沖島漁業の収入増と観光の
共存を目的に行う漁業会館の
改修に伴い、増加する観光客
等の安全確保のため、切通し
舟だまりに防波堤を整備する
ための設計を行いました。

　令和7年度に防波堤整備工事を実施し、事業の完了を目指します。
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県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

利用件数 15 20 回

商工費

商工費

商工業振興費

予算額(千円) 367

決算額(千円) 331

（前年決算 305

国庫支出金

　近江八幡市多賀町758番地にある古民家「生業・交流のいえ」の維持管理および貸館業務を行い
ました。

〈令和6年度実績〉
利用件数：20回
延利用者数：118人

　利用者による定期的な会議や講習会、着物の譲渡会などの開催を通じて、観光客のみならず地
域住民にも生業・交流のいえを知っていただく機会となり、施設の認知度向上につなげることができ
ました。

＜事業概要＞

　生業・交流づくりの拠点とし
ての体制を維持しつつ、効率
的・効果的な運営ができるよ
う、適正な施設維持管理を図
りました。

　近隣の観光地から少し奥まった位置にあり、外観が町家（一般住宅）と変わらないため、生業・交
流づくりの拠点としての認知が十分に進んでいないのが現状です。今後は、施設の利用頻度を高
めるとともに、地域住民や観光客への情報発信を強化し、認知度の向上を図っていきます。
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無

款 07 ＜成果・実績＞

項 01

目 02

）

※主な特定財源

①

②

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 07 ＜成果・実績＞

項 01

目 02

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

事業CD 410101
事業名 商工業振興事業

所管課 商工振興課

会計 一般会計 決算書頁 170 資料

①各経済団体への支援（補助金交付）
　商工業に関する総合的な地域の経済団体として、中小企業・小規模事業者の経営全般に係る窓
口や巡回での相談、セミナーの開催、融資制度斡旋などの支援を実施する商工会議所及び商工
会へ補助金を交付しました。
②中小企業融資対策
　各種貸付制度について、商工会議所及び商工会、市内金融機関と連携し、円滑な融資実行がで
きるよう連携を図りました。
　中小企業融資対策は、セーフティーネット保証貸付制度を活用した事業者への支援として行いま
した。
　これまで新型コロナウイルス感染症拡大を受け４号認定（突発的災害(自然災害等)の発生に起因
して売上高等が減少している中小企業者を支援するための措置）がありましたが、コロナによる影
響が縮小していることから令和６年６月３０日に終了しました。

県支出金   

令和5年度 令和6年度 単位事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動

商工費

商工費

商工業振興費

予算額(千円) 28,444

決算額(千円) 28,102

（前年決算 74,836

国庫支出金

事業CD 410102
事業名 商工業振興ビジョン策定事業

所管課 商工振興課

会計 一般会計 決算書頁 170 資料

　本市は「近江八幡市第1次総合計画後期基本計画」の下位計画である「第1期商工振興ビジョン
(令和3～6年度)」に基づき、商工業振興の取組を推進してきました。今回、「第2期商工業振興ビ
ジョン」を策定するため、この4年間の社会情勢の変化やさらなる商工業振興を図ることを目的に、
商工団体等へのヒアリングや市内事業者アンケート（1回）、検討委員会（3回）での意見聴取によ
り、令和7年3月に「近江八幡市第2期商工業振興ビジョン(令和7～11年度)」を策定しました。

【主な改正点】
・第2期ビジョンでは､これまでの4年間の施策を整理し､新型コロナウイルス感染症の影響など､今
後の社会情勢の変化を反映した見直しを行いました。
・より実効性の高い施策の推進を図るため、8つの施策から7つの施策へ集約しました。

＜事業概要＞ 各経済団体への支援（補助金交付団体数） 4 4 団体

　地域の商工業の振興と充実
を図り、地域経済の発展・活
性化を支援し、活力あるまち
づくりを推進しました。

中小企業融資延べ件数 168 54 件

　事業者のニーズが多様化する中で、経済団体との連携を強化するとともに商工業振興実施にあ
たり行政としての役割を明確にする必要があります。このことから、第2期商工業振興ビジョンに基
づく事業を経済団体とともに推進しながら、事業者への周知を図り、本市の商工業振興にかかる方
向性を浸透していく必要があります。
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商工費

商工費

商工業振興費

予算額(千円) 455

決算額(千円) 254

（前年決算 －

国庫支出金

＜事業概要＞

　現在の商工業振興ビジョン
の計画内容の整理を行い、現
状と課題を踏まえ、今後の本
市の商工業振興に向けたあり
方や方向性を検討し、ビジョン
を策定した。

　年2回（半年に1度）4者連携会議を実施し、第2期ビジョンの進捗管理を実施する必要があります。
また、庁内および関係団体と連携・協議を進めながら、第2期ビジョンの着実な推進に取り組んでい
きます。
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無

款 07 ＜成果・実績＞

項 01

目 02

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 07 ＜成果・実績＞

項 01

目 02

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

会計 一般会計 決算書頁 170 資料

エネルギー価格高騰事業者支援金　　44,290千円
　エネルギー価格高騰が事業実施にあたって負担となっている中小零細をはじめとする事業者に
対して支援を行うことで、事業継続の一助としました。また、オンライン申請等を導入することで、支
援金を迅速に支給することができました。

【支援金】
　　（法人）485件×50千円/件＝24,250千円
　　（個人）668件×30千円/件＝20,040千円
【対象】
市内に本社または事業所を有する中小企業等および市内に住民登録または事業所を有する個人
事業主

所管課 商工振興課

会計 一般会計 決算書頁 170 資料

　体験型事業創出事業補助金の要綱を制定し、申請受付を行いました。申請のあった5件につい
て、審査会を開催し審査の上、4件を採択しました。
<補助金採択件数・金額>
令和6年度…4件　2,564千円
<採択事業>
ヴォーリズゆかりの再現料理付きヴォーリズ建築音声ガイド/花屋がプロデュースする、八幡堀で
の思い出作りFlower photo事業/西の湖が育んだ伝統産業・淡水養殖真珠のアクセサリー教室/琵
琶湖カラーのオリジナルレースを使ったアクセサリー作り体験と街中散策

商工費

商工費

商工業振興費

予算額(千円) 45,561

決算額(千円) 45,560

（前年決算 －

国庫支出金

事業CD 410104
事業名 物価高騰対策事業

所管課 商工振興課

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

体験型事業創出事業補助金の採択件数 9 4 件

＜事業概要＞

　エネルギー価格高騰が事業
実施にあたって負担となって
いる中小零細をはじめとする
事業者に対して支援を行うこ
とで、事業継続の一助としまし
た。

　今後も経済動向などを注視し、適切な事業者支援が行えるように努めます。事業実施にあたって
は可能な限り申請負担を軽減しつつ、迅速な支給に努める必要があります。
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県支出金   

商工費

商工費

商工業振興費

予算額(千円) 2,590

決算額(千円) 2,588

（前年決算 5,792

国庫支出金

事業CD 410106
事業名 体験型事業創出事業

＜事業概要＞

　体験ができる施設・店舗を
本市に増やすことで更なる来
訪者を獲得し、コト消費という
消費傾向に対応した販売チャ
ネルや地域経済基盤の確立・
推進をめざしました。

　対象要件や対象経費等の精査を行い、補助金事業について啓発を行う必要があります。また、
採択した事業者に対して事業の進捗状況等の確認を行います。
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無

款 07 ＜成果・実績＞
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）

※主な特定財源
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無

款 07 ＜成果・実績＞

項 01
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）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

会計

商工費

商工費

商工業振興費

予算額(千円) 91,007

決算額(千円) 87,317

　企業等の立地の促進、産業
の振興及び雇用機会の拡大
を図り、本市の経済の活性化
と安定した財政基盤の確立を
推進しました。

　令和6年度は条例を制定し、企業からの申請を受け入れる体制を整えられたことから、今後は、
企業から申請がされるよう、適時、周知を図るように努めます。
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＜事業概要＞

商工費

商工費

商工業振興費

予算額(千円) 77

決算額(千円) 21

（前年決算 －

商工振興課

会計 一般会計 決算書頁 170 資料

製造・加工事業者創出促進補助金
　魅力的な地場産品等を製造・加工する事業者（製造業）の生産拡大を支援することで、製造基盤
の強化を図りました。
【製造・加工事業者創出促進補助金】
補助金採択事業者　7者　計：87,296,000　円
【対象】
本市独自の商品開発の促進や物産の振興を図る製造・加工事業を営む事業者
【要件】
・対象工程の全てを本市内にて行い、完成品を製造すること　他
・補助対象設備等を導入することにより、人員削減を行わずに補助対象者の労働生産性が向上す
ること

一般会計 決算書頁 170 資料

国庫支出金

事業CD

　企業等の立地の促進、産業の振興及び雇用機会の拡大を図り、本市の経済の活性化と安定した
財政基盤の確立を推進するため、令和6年度に近江八幡市企業立地促進条例を制定し、企業から
申請を受け入れる体制を整えました。

令和６年度は、今後の方針等を協議するための、第1回企業立地審査会を開催しました。

410109
事業名 企業立地促進事業

所管課 商工振興課

（前年決算 －

国庫支出金

事業CD 410108
事業名 製造・加工事業者創出促進事業

所管課

＜事業概要＞

　魅力的な地場産品等を製
造・加工する事業者（製造業）
の生産拡大を支援すること
で、製造基盤の強化を図りま
した。

　今後も魅力的な地場産品等を製造・加工する事業者（製造業）の生産拡大を支援することで、製
造基盤の強化を図ります。
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